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エグゼクティブサマリー 

2026 年 2 月 27 日、トランプ大統領が Anthropic の全連邦機関使用停止を命令し、ヘグセス国防長

官が同社を「サプライチェーンリスク」に指定した [1] [2]。通常は Huawei 等の敵対国企業に適用され

る合衆国法典第 10 編第 3252 条（10 USC §3252）に基づく措置が、米国企業に初めて適用された

前例のない事態である [3] [4]。同日夜には OpenAI が国防総省の機密ネットワーク向け AI 契約を獲得

し [5] [6]、AI 企業の防衛市場における地殻変動が決定的となった。本稿では、この事態が日本の防衛

産業・知的財産戦略・AI 導入企業に及ぼす影響を分析し、具体的対応策を提示する。 
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1. 日本の防衛 AI政策：「最も厳格な」責任ある枠組みの構築 

1.1 防衛省 AI活用推進基本方針（2024年 7月） 

2024 年 7 月 2 日に策定された「防衛省 AI 活用推進基本方針」は、防衛省初の包括的 AI 方針である 

[7] [8]。同方針は目標探知・識別、情報収集・分析、指揮統制、後方支援、無人アセット、サイバーセ

キュリティ、事務処理の 7 重点分野を定め、「国際法や国内法により使用が認められない防衛装備

品の研究開発や導入を行うことはない」と明記した。 

1.2 装備品等の研究開発における責任ある AI適用ガイドライン（2025年 6月） 

2025 年 6 月 6 日に防衛装備庁（ATLA）が公表した「装備品等の研究開発における責任ある AI 適

用ガイドライン（第 1 版）」は、日本の防衛 AI 政策の中核文書である [9] [10]。同ガイドラインは三段

階のリスク管理プロセスを導入した。第一段階で AI 搭載装備品を高リスク・低リスクに分類し、第

二段階で国際法・国内法への適合性と人間の関与の適切性を審査（LAWS に該当する場合は開発不

許可）、第三段階で 7 つの技術要件（人間の責任明確化、検証可能性・透明性、信頼性・有効性

等）を確認する [11]。 

防衛省自身が米国・豪州・英国・フランスの基準との比較表を示し、日本の技術要件が「同盟国・

同志国の中で最も包括的」と位置づけている点は注目に値する [9]。同ガイドラインの対象は装備品

等の研究開発段階であり、AI 審査の客観性確保とデータ開示における企業協力が今後の課題として

指摘されている [12]。 

1.3 LAWSに対する日本政府の公式スタンス 

日本政府は「人間の関与が及ばない完全自律型の致死性兵器の開発を行う意図はない」との立場を

一貫して表明している。2024 年 5 月には外務省が国連作業文書を提出し、国際人道法の区別原則・

比例原則の遵守と、責任ある指揮統制の連鎖の維持を求めた [13]。CCW の GGE では、豪州・カナ

ダ・韓国・英国・米国等と「二層アプローチ」（一部禁止・一部規制）を支持するグループに属し

ている [14]。 

1.4 AI導入推進チームの設置と防衛予算 



3 / 17 

2026 年 1 月 26 日、小泉進次郎防衛大臣が「AI 導入推進チーム」の設置を発表した [15] [16]。「霞が関

の全省庁に先駆けて AI 活用の先駆者となる」ことを目標に掲げ、令和 8 年度（2026 年度）概算要

求では AI 導入が防衛力強化の中核施策として明示されている [17]。戦術 AI 衛星実証機の試作、サイ

バー領域の意思決定システム、戦闘支援無人機（CCA）向け AI 技術研究が進行中である [18]。 
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2. 「サプライチェーンリスク」指定の日本防衛産業への連鎖リスク 

2.1 10 USC §3252の法的構造と前例性 

10 USC §3252 は、国防長官に対して安全保障上のサプライチェーンリスクがある供給源を排除す

る広範な裁量権を付与する [3]。この権限に基づく措置は、GAO への異議申立ても連邦裁判所への提

訴も認められない「司法審査不能」の性質を持つ。Anthropic への指定は、この条項が国内企業に適

用された初の公知事例であり、Anthropic は「法的に不健全」「危険な前例」として法廷で争う意向

を表明している [19] [20]。 

2.2 日本の防衛大手企業への影響経路 

日本の防衛大手企業は米国防衛サプライチェーンに深く組み込まれている。三菱重工業は F-35 の最

終組立・検査（FACO）を運営し、AMRAAM・PAC-3 MSE のコプロダクションも検討段階にある 

[21]。川崎重工業、IHI、三菱電機、NEC、富士通は GCAP（次期戦闘機）の開発チームに参画して

いる [22]。これらの共同プログラムで使用する AI ツールがサプライチェーンリスク指定を受けたベ

ンダーの製品である場合、日本企業自体がプログラムから排除されるリスクがある。 

2.3 ITAR・EARとの関連 

ITAR には AI 固有のカテゴリーは存在しないが、防衛プラットフォームに統合された AI システム

は ITAR 規制の対象となりうる。EAR「AI 拡散フレームワーク」（2025 年 1 月発効）では、日本

は Tier 1（ライセンス不要）18 カ国に含まれている [23]。日米防衛産業協力の枠組み DICAS（2024

年 4 月発足）は 4 作業部会で連携を深めているが、CSIS 等は「真の共同防衛産業協力からは程遠

い」と指摘している [24] [25]。 

2.4 SAMURAIイニシアティブ 

2025 年 9 月には日米間で SAMURAI（Strategic Advancement of Mutual Runtime Assurance AI）イ

ニシアティブが正式化され、AI 搭載 UAV の安全性・相互運用性に関する共同研究が始動した [26]。

GCAP の随伴無人機向けのランタイム保証技術であり、日米防衛 AI 協力の具体例として重要であ

る。 
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3. 「国産 AI＋マルチベンダー」二層戦略の現状 

3.1 単一ベンダー依存の脆弱性 

Anthropic 事件は単一 AI ベンダーへの依存の脆弱性を示した。Claude は国防総省の機密ネットワー

クに導入された唯一のフロンティア AI モデルであり、代替への移行は困難を極める [2] [5]。日本企業

の主流は、汎用業務にはグローバル AI を活用しつつ、機密性の高い業務には国産 LLM をプライベ

ート環境で運用する「二層構造モデル」に向かっている。 

3.2 国産 LLMの開発競争 

NTT の「tsuzumi 2」（2025 年 10 月提供開始）は 300 億パラメータで 1GPU 動作が可能であり、

受注実績は国内 521 件・海外 1,306 件の計約 1,827 件に達している [27]。富士通の「Takane（高

嶺）」は Cohere 社と共同開発した日本語特化 LLM で、JGLUE ベンチマークで世界最高記録を達

成し、オンプレミス運用が可能である [28]。NEC の「cotomi」は長文処理能力が他社比最大 150 倍

の 30 万字に対応している [29]。 

スタートアップも注目すべき存在だ。元 Google 研究者が東京で設立した Sakana AI は企業価値

4,000 億円に達し、CIA 系投資機関 In-Q-Tel からも出資を受けている [30] [31]。ソフトバンクグループ

は OpenAI との合弁会社「SB OpenAI Japan」（2025 年 11 月発足）を通じた展開を計画しており 

[32]、2026 年 2 月 27 日には OpenAI への最大 1,100 億ドルの追加投資合意を発表した。これは

Anthropic がサプライチェーンリスクに指定された当日であり、AI 業界の勢力図変動を象徴してい

る。 

3.3 防衛関連 AI開発 

三菱重工が ATLA 契約で AI 搭載 CCA（戦闘支援無人機）の研究開発を進め、2025 年に AI 飛行実

証を実施した [33] [34]。川崎重工、SUBARU もそれぞれ自律型ドローンの性能向上研究、有人-無人チ

ーミング技術の実証を推進中である。日本政府は 17 の戦略的セクターに AI・半導体を含む国家主

導成長戦略を策定しており [35]、AI 基盤への約 1,350 億ドル規模の投資計画も進行中である [36]。 
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4. 経済安全保障法の特許非公開制度と AI知的財産戦略 

4.1 特許出願非公開制度の概要 

2024 年 5 月 1 日に施行された経済安全保障推進法の特許出願非公開制度は、日本が約 76 年ぶりに

復活させた秘密特許制度である [37] [38]。政令で定める 25 の特定技術分野のうち、AI との直接的関連

が高いのは第 2 分野「武器等に関係する無人航空機・自律制御等の技術」である [39]。保全指定を受

けた場合、外国出願禁止・発明実施の許可制・開示禁止等の厳格な制約が課せられ、違反には最大

2 年の懲役または 100 万円の罰金が科される [40]。 

4.2 第一国出願義務と PCT戦略への影響 

日本国内で創作された特定技術分野に該当する未公開発明は、まず日本で特許出願しなければなら

ない（第一国出願義務） [41]。PCT 出願による国際展開戦略にも直接影響する。米国の Invention 

Secrecy Act（1951 年）は全特許出願を審査対象とし、2017 年時点で約 5,700 件の秘密特許が存在

するのに対し [42]、日本の制度は 25 分野に限定されている点で範囲は狭いが、AI・自律システム関

連技術は両国とも規制対象に含まれる。 

4.3 デュアルユース技術の推進と外為法 

防衛技術指針 2023 は「すべての民生の先端技術が防衛を含む安全保障に用いられ得る時代」との認

識を示し、防衛装備庁と経産省はデュアルユース・スタートアップのエコシステム構築を推進して

いる [43]。外為法上の「みなし輸出」管理も AI 技術に適用されうる。2022 年 5 月の運用明確化以

降、「外国の強い影響下にある居住者」への技術提供も管理対象に追加されており [44]、AI アルゴリ

ズム、学習モデル、ソースコードが規制リストに該当する場合は経産省の許可が必要となる。 
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5. 国際 AIガバナンスの分断と「マルチコンプライアンス」要件 

5.1 EU AI Act 

EU AI Act は 2024 年 8 月に発効し段階的施行が進行中である。2026 年 8 月にはハイリスク AI 規制

の大半が施行される [45] [46]。罰則は最大 3,500 万ユーロまたは全世界年間売上高の 7%と厳格だ。た

だし第 2 条 3 項により、軍事・防衛・国家安全保障目的に「排他的に」使用される AI システムは適

用除外となる [47]。 

5.2 NATO AI戦略 

NATO は 2024 年 7 月に生成 AI・フロンティアモデルを反映した改訂 AI 戦略を承認した。6 つの

責任ある利用原則（適法性、責任・説明責任、説明可能性・追跡可能性、信頼性、統制可能性、バ

イアス低減）は、民主主義陣営における軍事 AI ガバナンスの事実上の標準になりつつある [48] [49]。

日本は IP4（インド太平洋パートナー）として連携を深めており、NATO の AI 基準は自衛隊の共

同運用システム要件にも影響を及ぼす可能性が高い。 

5.3 国連 GGE on LAWS 

2025 年 11 月の国連総会第一委員会では、自律型兵器に関する決議に 156 カ国が賛成（米国・ロシ

アを含む 5 カ国が反対）した [50]。2026 年 11 月の CCW 第 7 回再検討会議が法的拘束力のある規制

への移行を決定する決定的な瞬間となる [51]。日本は CCW 締約国として議論に参加しており、結果

次第で自律型システムの輸出や防衛協力に影響が及ぶ。 

5.4 米国の規制緩和と日本の広島 AIプロセス 

トランプ政権は 2025 年 1 月にバイデン政権の AI 安全保障大統領令を撤回し、「AI における米国リ

ーダーシップの障壁除去」を新方針とした [52] [53]。一方、日本は広島 AI プロセスの発案国として独

自のリーダーシップを有し、OECD が運営する報告フレームワークには富士通、KDDI、NEC、

NTT 等 7 社が参加している [54]。日本は 2025 年 10 月に「AI 技術に関する研究開発及び活用の促進

に関する法律」を全面施行し [55]、ISO/IEC 42001 認証は複数の規制体系にまたがる実務的な遵守手

段として重要性を増している [56]。 
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6. リスク管理の実務的フレームワーク 

6.1 Anthropic型 vs OpenAI型：アプローチの本質的差異 

Anthropic は 2 つのレッドライン（大規模国内監視禁止・完全自律型兵器禁止）を契約条件として

法的に規定するアプローチを取った [19]。OpenAI は実質的に同じレッドラインを主張しつつ、技術

的セーフガード「セーフティスタック」で対応し国防総省と合意に至った [5] [6]。両者の差は本質的

にはアプローチの差であり、レッドラインの内容の差ではないとの指摘がある [57]。 

6.2 NIST AI RMFと ISO/IEC 42001の統合導入 

日本企業が参照すべき実務フレームワークとしては、NIST AI RMF（4 機能：Govern・Map・

Measure・Manage）と ISO/IEC 42001 の統合導入が最も実効的である [58] [59]。NIST AI RMF の

Govern 6 はサードパーティ AI リスクの管理手続きを具体的に定義し、ISO 42001 の A.10.3 は供給

者の選定・監視プロセスの確立を求める。 

6.3 日本企業の AIガバナンス体制先進事例 

富士通は 2019 年に「AI コミットメント」を策定し、AI 倫理外部委員会を設置、社長・副社長も出

席する半年ごとの審議を実施している [60]。NEC は取締役会→リスク・コンプライアンス委員会→AI

ガバナンス遂行責任者（CDO）→デジタルトラスト推進室の体系的な体制を敷き、アジャイル・ガ

バナンスの 6 ステップを実装している [61] [62]。日立製作所はグローバル 4 拠点にまたがる「AI Global 

CoE」を構築し、全研究者対象の AI 倫理教育を毎年実施している [63]。 

6.4 契約条項設計の要点 

AI ベンダー契約の設計にあたっては、以下が特に重要となる [64]。利用規約変更の事前通知義務と拒

否権（ベンダーの一方的な AUP 変更リスクへの対処）、マルチベンダー移行条項（データポータビ

リティ・相互運用性の確保）、地政学的不可抗力条項（制裁・サプライチェーンリスク指定等の包

含）、サプライチェーン透明性義務（フォースパーティリスクの評価）である。経済安全保障推進

法の基幹インフラ制度（2024 年 5 月運用開始）も重要であり、15 業種の約 200 社が「特定社会基

盤事業者」に指定されている [65]。AI ベンダーのクラウドサービスは「重要設備」に該当しうるた
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め、Anthropic 事件のように AI ベンダーが政治的理由で利用不能になるシナリオは経済安全保障上

の直接的リスクとなる。 
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7. 結論：3つの戦略的命題 

第一に、「ソブリン AI 能力の確保」は経済安全保障の中核課題となった。日本の AI 民間投資額は

約 1,000 億円で米国の約 10 兆円の 100 分の 1 に過ぎないが、tsuzumi・Takane・cotomi 等の国産

LLM は「軽量・低コスト・高セキュリティ・日本語特化」という独自の競争軸を確立しつつある 

[36]。政府の AI 基本計画が掲げる 1 兆円規模の国家投資がこの方向性を制度的に支える。 

第二に、日米防衛サプライチェーンにおける AI ベンダー選定は「技術的選択」ではなく「地政学的

選択」となった。F-35 FACO、GCAP 等に深く関与する日本企業は、供給チェーンリスク規制・

ITAR・EAR の三重の規制環境下で AI ベンダーを選定しなければならない。AUKUS Pillar II への

日本の参画拡大 [66]と ITAR 特例の獲得は防衛 AI 協力の円滑化に不可欠である。 

第三に、日本独自の AI ガバナンスモデルの構築が求められる。防衛装備庁の AI 適用ガイドライン

は同盟国中最も包括的な技術要件を設定し [9]、広島 AI プロセスは国際的な AI ガバナンス対話のプ

ラットフォームを提供している [54]。EU AI Act の包括規制とも、米国の規制緩和とも異なる「信頼

できる AI」を軸とした日本型アプローチは、規制の分断化が進む国際環境において独自の戦略的価

値を持つ。ISO/IEC 42001 認証を基盤としつつ、経済安全保障推進法の枠組みと統合した AI リス

ク管理体制の構築が、日本企業の国際競争力を左右する分水嶺となるだろう。 
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